
 
 

 

 

 

 

 

 

食品の安全に関する岐阜市実施計画  

～第５期～ 

 
食の安全・安心に関する５か年計画 

 

 

 

 

 

 

 
 

岐阜市 

 

 



 

1 
 

 

 

8

9

9

10

11

 食品の安全に関する岐阜市実施計画策定の趣旨と位置づけ　　

○ 1 目次

HACCPの適正運用の推進【重点施策】

21

22

23

23

17

 リスクコミュニケーションの推進

20

（８）

（９）

（1０）

（1１）

危機管理対策の推進

健康食品対策

食品表示対策【重点施策】

輸入食品対策

施策の方向２　食品に対する安心感の向上

12

14

14

15

16

17

19

19

19

 食品の安全に関する岐阜市実施計画の推進体制

 コンプライアンスの推進

食品添加物対策

 遺伝子組換え食品対策

環境汚染物質・環境因子対策

コンプライアンスの周知啓発の推進【重点施策】

監視指導・検査の推進

食中毒対策【重点施策】（1）

（2）

（1）

（1）

 施策の方向１　食品等の安全性の確保

ＨＡＣＣＰの取組みの推進

アレルゲン対策【重点施策】

食品中の残留農薬等の対策

3

4

5

5

5

5

5

6

6

○

○

１

2

３

食品の安全・安心に関する教育の推進

学校等における食品安全教育の推進【重点施策】

地域社会における食品安全教育の推進

食品の安全に関する各認定制度の活用

食品の安全に関する各認定制度の普及推進

（1）

（2）

４

１

２

３

20

（1）

（3） 市民の意見の収集と活用

21

畜水産物対策

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

危機管理体制の構築

食品廃棄物対策

双方向のリスクコミュニケーション【重点施策】

食品の安全と信頼に関する情報の提供

（1）

（1）

（2）



 

2 
 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

目標数値など一覧

用語など解説

１

２

（1） 26食品の安全を支える調査研究の推進・活用

（1） 27食品の安全を守る人材育成の推進

地産地消の推進

○

○

 県内産農産物の生産・消費の推進

環境にやさしい農業の推進

食品の安全を支える調査研究の推進・活用

食品の安全を守る人材育成の推進

（1）

（2）

施策の方向３　将来にわたる安全な食生活の確保

３

30

24

24

26

27

28

24

24



 

3 
 

〇 食品の安全に関する岐阜市実施計画策定の趣旨と位置づけ 
 
  岐阜市では、市民の皆さまの安全で安心な食生活を確保するため、平成１５年３月に 

「岐阜市食品安全推進本部要綱」を策定し、「岐阜市食品安全推進本部」を設置しまし 

た。本部として、部局を越えた庁内の食品安全行政を円滑に推進するため、平成１６年  

度から５か年計画として、食品等の安全性の確保と食品に対する安心感の向上に関する 

  目標、施策の方向、具体的な行動の指針を定めています。 

  近年、新型コロナウイルス感染症の拡大、少子高齢化の進行や、働き方の多様化、輸 

  入食品の増大など、食品を取り巻く社会環境は大きく変化し、より食品等の安全性の確 

  保が求められるようになっています。 

  こうした中、引き続き安全で安心な食生活を確保するため、岐阜県とも連携を図りつ 

 つ、令和６年度から取り組む「食品の安全に関する岐阜市実施計画 第５期」を策定し 

 ました。 

  なお、この計画は、令和１０年度までの５か年計画ですが、期間中でも必要に応じて 

 見直しを行います。 

 

 

 

 

 ※  第１期、第２期は「食品の安全に関する岐阜市行動計画」 

 

  また、本市は、令和３年５月２１日に「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）未来都市」 

 に選定され、この方針のもと誰一人取り残されない社会の実現を目指し、経済・社会・ 

  環境をめぐる課題に統合的に取り組んでいます。 

  その一環として、本計画に基づく各種施策の実施についてもＳＤＧｓの理念を取り入 

  れ、食品の安全性をめぐる広範な課題解決に取り組みます。 

 

 ※  ＳＤＧｓの理念につながる施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期計画 

H16～H20 

第２期計画 

H21～H25 

第３期計画 

H26～H30 

第４期計画 

 R1～R５ 

第５期計画 

 R6～R10 
 

 

 

  

飢餓をゼロに 
すべての人に

健康と福祉を 

質の高い教育を 

みんなに 

パートナーシップで 

目標を達成しよう 

つくる責任 

つかう責任 
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〇  食品の安全に関する岐阜市実施計画の推進体制 

 

   市民の皆さまの安全で安心な食生活を確保するためには、全庁的かつ横断的な体制に 

  よる連携が必要です。そのため、市長を本部長とする「岐阜市食品安全推進本部」（以 

  下「推進本部」という。）を設置し、推進本部内に幹事会を設け、機動性、迅速性、専 

   門性を重視した取組みを進めます。 

   また、県が全庁的かつ横断的に設置する「岐阜県食品安全・安心推進連絡会議」や学 

  識経験者、消費者、生産者、流通業者の代表からなる「岐阜県食品安全対策協議会」に 

   参加するなど、積極的に市民の皆さまの食品安全に関するさまざまな意見を収集・活用 

   し施策を展開していきます。 

              連携 

   

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 連  

岐阜県食品安全対策協議会 
      消費者代表 

      生産者代表 

      流通業者代表 

      学識経験者 

 

岐阜市食品安全推進本部 

本部長 市長 

副本部長 
副市長 

保健衛生部長 

本部員 

経済部長 

市民生活部長 

子ども未来部長 

環境部長 

教育委員会事務局長 

保健所長（保健衛生部長兼務） 

 

岐阜市食品安全推進本部事務局 

事務局 
保健所食品衛生課 

（食品安全係） 

 

岐阜県食品安全・安心推進連絡会議 
健康福祉部 健康福祉部長（議長） 

知事直轄 広報課長 

清流の国推進部 清流の国づくり政策課長 

危機管理部 
危機管理政策課長 

防災課長 

環境生活部 

廃棄物対策課長  

環境管理課長 

県民生活課長 

健康福祉部 

健康福祉政策課長 

保健医療課長 

感染症対策推進課長 

薬務水道課長 

生活衛生課長 

商工労働部 
産業イノベーション推進課長 

県産品流通支援課長 

農政部 

農政課長 

農産物流通課長 

農産園芸課長 

畜産振興課長 

家畜防疫対策課長 

農村振興課長 

里川振興課長 

林政部 県産材流通課長 

教育委員会事務局 体育健康課長 
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施策の方向１ 食品等の安全性の確保 

  

 

 
１  コンプライアンス（法令遵守）の推進 

 

（１）コンプライアンスの周知啓発の推進【重点施策】 

        食品をめぐるさまざまな事件、事故、問題の発生を未然に防ぐため、食品等事業 

   者のコンプライアンスに対する意識の定着を促し、コンプライアンス体制の構築を 

   促進します。また、コンプライアンスに取り組む食品等事業者を応援する雰囲気を 

   社会に醸成します。 

   
 ［主な事業］ 
   ○食品等事業者に対する講習会の開催（食品衛生課、感染症・医務薬務課） 

     食品等事業者の食品表示法及び食品衛生法等に関する理解促進を図るため、岐阜 

   市食品衛生協会等の関係団体と連携し、講習会を開催します。講習会を通じて、コ 

   ンプライアンスに関する周知啓発を行い、意識の定着を図ります。 

        

    ○食品廃棄物の適正処理（食品衛生課） 

        食品製造業者に対し、排出事業者の責務を遵守し、廃棄するものを不正に流通さ 

   れないよう、適正に処置して排出することを施設監視時に啓発を行います。 

 

指標 

 
 

 
２ ＨＡＣＣＰの取組みの推進 

   

（１）ＨＡＣＣＰの適正運用の推進【重点施策】 

   平成３０年６月に公布された改正食品衛生法では、全ての食品等事業者に対し、 

  ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が義務付けられました。 

   また、食品等事業者は、「ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理」と「ＨＡＣＣＰの考え 

  方を取り入れた衛生管理」のいずれかを実施することになっています。しかし、導 

  入が困難、理解不足などにより、未だ定着が難しいのが現状であり、引き続き、食 

  品等事業者及び食品衛生責任者への支援に取り組む必要があります。 
 
 
 
 
 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生責任者養成講
習会実施回数

回 5 4 4 4 4 4 食品衛生課

食品衛生責任者実務講
習会実施回数

回 20 31 31 31 31 31 食品衛生課
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 ［主な事業］ 
   ○ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の定着支援（食品衛生課） 

    定期的な監視や営業許可更新時の際に、衛生管理計画の内容や実施状況の記録を 

確認し、助言指導します。また、新規の食品等事業者には衛生管理計画の作成がス 

ムーズに行えるよう相談に応じ、全ての食品等事業者が自主的に衛生管理計画及び 

手順書を定期的に検証し、随時見直しが行えるよう講習会などにより指導します。 

 

○食品衛生指導員への助言（食品衛生課） 

    岐阜市食品衛生協会が自主衛生管理の一環として実施している食品衛生指導員活 

   動において、ＨＡＣＣＰ実施に関する助言を行い、食品衛生指導員が行う食品等事 

   業者に対するＨＡＣＣＰ普及の取組みを支援します。 
    
    ○岐阜市ＨＡＣＣＰ導入施設認定制度の推進（食品衛生課） 
     「岐阜市ＨＡＣＣＰ導入施設認定制度」を継続し、ＨＡＣＣＰ導入による高度な 

衛生管理の推進を図ります。 

 

指標        

 
 

 

３ 監視指導・検査の推進 

   

（１）食中毒対策【重点施策】 

    近年、全国的にアニサキス、カンピロバクター及びノロウイルスによる食中毒が 

   多発し、腸管出血性大腸菌Ｏ157やサルモネラ属菌による食中毒で死者も出てお  

   り、飲食店や家庭などで起こる食中毒を未然に防止することが必要です。 

      特に、学校、病院、社会福祉施設等の公共的な機関で提供される給食や祭りなど 

   各種イベントで提供される食等については、食中毒が発生すると被害が大規模とな 

   り、社会的影響も大きくなることから、重点的な対策が必要です。 

    これらのことから、食品関連施設への効率的な監視指導及び消費者や食品等事業 

   者への積極的な食品衛生知識の普及啓発を実施することにより、市民の健康を守り 

   ます。 

    また、ジビエの処理を行う施設に対し、県の「ぎふジビエ衛生ガイドライン」に 

   基づく衛生指導を行い、安全・安心なジビエの提供を図ります。 
    
  ［主な事業］ 
  ○食品関連施設の監視指導（食品衛生課） 
    「食品衛生監視指導計画」に基づき、効率的かつ効果的な監視指導を行います。 

 

 

 

 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

ＨＡＣＣＰに沿った衛

生管理の実施率
％ ー 95 95 95 95 95 食品衛生課
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  ○食品衛生責任者養成講習会・食品衛生責任者実務講習会における周知啓発（食品 

 衛生課） 

        食品衛生責任者養成講習会及び食品衛生責任者実務講習会において、食中毒に関 

   する情報を提供し、食品衛生知識の普及啓発を図ることにより、食中毒防止対策の

徹底を推進していきます。 

  

  ○市内に流通する食品の汚染実態調査（食品衛生課） 

    食中毒菌による汚染がないか調査するため、市内に流通する食品（鶏卵・食肉） 

   の細菌汚染実態調査を行い、その結果に基づき食品等事業者に対する助言、指導を 

行います。 

    

  ○集団給食施設に対する立入指導等（食品衛生課） 

    集団給食施設（学校（幼稚園、小・中学校）、保育所（園）、病院、社会福祉施 

   設、事業所等）を重点施設と位置づけ、毎年度「食品衛生監視指導計画」を策定し

し、監視指導を実施します。 

    

  ○学校給食関係者に対する研修の実施（食品衛生課、学校給食課、子ども保育課） 

    小・中学校の調理員、栄養教諭等及び幼稚園・保育所（園）・認可外保育施設の 

   給食調理員を対象に、給食の衛生管理等、食の安全に関する研修を行います。 

     

    ○各種イベントにおける指導（食品衛生課） 

  市内で開催される各種イベントにおいて、提供される食品の種類や数量などに関 

する情報を収集し、事前に設備器具や食品の取扱いや注意事項を説明し、適時監視 

指導を行います。 

 

  ○ジビエの安全性に関する周知（食品衛生課） 

     県が平成２５年１１月に策定した「ぎふジビエ衛生ガイドライン」の周知及びジ 

    ビエの衛生管理について普及啓発を図ります。 

  

  ○ジビエの衛生管理に関する指導（食品衛生課） 

    ジビエの処理を行う施設に対し、県の「ぎふジビエ衛生ガイドライン」に基づく 

衛生指導を行い、安全・安心なジビエの提供を図ります。 

 

指標 

 
 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視指導計画
に基づく監視目標回数

達成率

％
222

(1,477/

664施設)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画
に基づく鶏卵・食肉

（市内流通）細菌汚染

実態調査数目標達成率

％

140

(21/
15検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

関係機関と連携した食
中毒対策に関する計画

的な広報の実施

回 ー 4 4 4 4 4 食品衛生課
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（２）アレルゲン対策【重点施策】 

    食物アレルギーの患者は、乳児から学童期前までで約80％を占めており、重篤な 

   症状であるアナフィラキシーショックによる健康被害も報告されています。アナフ 

   ィラキシーショックは、全身発赤、呼吸困難、血圧低下、意識消失などの症状が短 

   時間のうちに現れ、対応が遅れると死に至ることもあります。 

    このことから、アレルゲンの混入防止と適正な表示について、徹底した監視指導 

   を行うとともに、講習会などを通じて、消費者や食品等事業者に対し、アレルゲン 

   の表示制度や食物アレルギーに関する正しい知識の普及を図り、食物アレルギーに 

   よる事故を未然に防止します。 
           
  ［主な事業］ 

  ○アレルゲンに関する監視指導（食品衛生課） 

        食品等事業者に対し、監視の際にアレルゲンのコンタミネーション（混入）防止 

   対策指導を行います。また、市内で製造または流通する食品について、表示義務の 

   あるアレルゲン（卵、乳、小麦、そば、落花生、えび、かに、くるみ）の検査を行 

   い、表示が適正に行われているかを確認します。 

          

  ○学校給食等における食物アレルギー対策（食品衛生課） 

    本市の学校や保育所（園）等の給食調理現場では、食物アレルギーを有する児童 

   等に対し、必要に応じてアレルゲン除去食の提供を行っているため、学校給食等の 

   アレルゲン除去食の収去検査を実施します。 

 

  ○食物アレルギーに関する周知（食品衛生課） 

    消費者及び食品等事業者に対し、各種講習会などを通じて、アレルギー表示制度 

や食物アレルギーに関する知識の普及を図ります。 

 

指標 

 
    

 

 

 

 

 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視指導計画
に基づくアレルゲンコ

ンタミネーション対策
に係る食品製造施設監

視目標回数達成率

％

196

(243/
124(目標

数))

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づくアレルゲン検
査数目標達成率（学校

給食以外）

％

100

(5/
５検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づくアレルゲン検

査数目標達成率（学校
給食）

％

100

(10/

10検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課



 

9 
 

 （３）食品中の残留農薬等の対策 

    食品中の農薬、飼料添加物及び動物用医薬品の検査について、全国で平成２１年 

から平成３０年に年間で国産119万件以上、輸入170万件以上の検査が行われ、国  

産の検出率は0.25～0.51％、基準値超過率は0.002～0.006％であり、輸入の検出率  

は0.28～0.42％、基準値超過率は0.008～0.013％でした。 

    継続して市内で生産、流通する農産物（輸入品を含む）について、残留農薬検査 

を行うとともに、検査結果について公表し、消費者の不安解消を図ります。 

           
 ［主な事業］ 
  ○農産物等の残留農薬検査（食品衛生課） 

      市内で生産または流通する野菜、果実（輸入品を含む）等について、残留農薬検 

   査を実施します。 

  

  ○農薬に関する講習会の開催(農林課） 

    農薬使用者の自主管理体制を強化するため、県と共催で農薬使用者に対する研修 

   会を実施します。 

 

指標 

 
    

 

（４）食品添加物対策 

    食品添加物は、保存料、甘味料、着色料、香料など、食品の保存性を高めたり、

味や香りを整えるなどの目的で製造・加工の際に使用されるものです。食品添加物

を使用する場合には、使用できる食品の範囲や使用量を守り、使用した食品添加物

については原則として全て表示することが義務付けられています。 

       引き続き、市内で製造され、流通する食品に対する食品添加物の使用や表示につ

いて、適正に行われているか検査・監視・指導し、食品等事業者に対する食品添加

物の知識普及を図ります。 

           
 ［主な事業］ 
  ○食品製造施設に対する監視指導（食品衛生課） 
     市内の食品製造施設に対し立入検査を行い、食品及び原材料への食品添加物の使 

   用実態を確認し、適正な使用を監視指導します。 

  

   

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視指導計画
に基づく市内流通農産
物（輸入を含む）の残
留農薬検査数目標達成

率

％
69

(24/
35検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画
に基づく市内流通輸入
食品（農産物含む）の
残留農薬検査数目標達
成率

％
60

(6/10検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

市内産農産物の残留農
薬基準超過件数

件 0 0 0 0 0 0 食品衛生課
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  ○市内に流通する食品の検査（食品衛生課） 

        輸入食品を含む市内に流通する食品について、保存料、着色料等食品添加物の検 

   査を実施し、適正な使用や表示が行われているか確認します。 

  

    ○食品等事業者に対する食品添加物に関する情報提供（食品衛生課） 

        食品添加物に関する適正な使用や表示に関する情報提供を行い、食品等事業者に 

   対して知識普及を図ります。  

 

指標       

 
 

 

（５）遺伝子組換え食品対策 

    令和元年のＩＳＡＡＡ（国際アグリバイオ事業団）の報告書によれば、全世界の 

   大豆の 48％、とうもろこしの 32％について、遺伝子組換え作物が栽培されていま 

   す。今後、世界的に遺伝子組換え作物の栽培が増加することが予想され、それに伴 

   い、これらの国内流通量も増加すると考えられています。            

    現在、遺伝子組換え作物の日本国内での生産はないことから、国内に流通してい 

   る遺伝子組換え食品は、全て輸入されたものか、輸入原材料を使用して国内で加工 

   された食品です。国内において安全性が確認され、販売・流通が認められているの 

   は、令和５年３月現在で食品９作物（じゃがいも、大豆、てんさい、とうもろこ  

   し、なたね、わた、アルファルファ、パパイヤ、カラシナ）、333品種であり、安全 

   性を審査していない遺伝子組換え食品の流通を防止し、遺伝子組換え表示の適正化 

を図ります。 

 

 ［主な事業］ 

  ○食品製造施設への立入検査の実施（食品衛生課） 

      食品製造施設の立入検査を行い、適切に分別生産流通管理された原材料が使用さ 

   れていることや適正な表示がされていることを確認し、不適正な表示で遺伝子組換 

   え食品の使用が疑われる場合には、必要に応じて検査を行います。 

 

  

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内流通食品

（輸入食品を含む）の

食品添加物検査数目標
達成率

％

75

(83/

110検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内流通輸入

食品の食品添加物検査

数目標達成率

％

183

(22/12

検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課
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 （６）環境汚染物質・環境因子対策 

    平成２２年度に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大気・  

   水・土壌・食品等の放射性物質による汚染の不安が高まりましたが、市内で流通す 

   る食品に国の定めた基準を超えるものは出ていません。 

        また、ダイオキシン類は焼却過程等で生成する難分解性の物質で、大気・水・土 

   壌に排出されたダイオキシン類が食品等を介して人体に蓄積することで、健康影響 

   が懸念されています。 

    引き続き、農畜水産物を始めとする食品及び環境中に含まれる環境汚染物質の実 

   態を把握し、市内で生産、流通する食品の安全性を確認します。 

           
 ［主な事業］ 
  ○環境中のダイオキシン類の常時監視（環境保全課） 

        市内の大気、河川、地下水、土壌のダイオキシン類の汚染状態を常時監視しま 

す。 

 

  ○地下水の水質汚濁に関する実態把握（環境保全課） 

        市内の地下水について、水質汚濁防止法に定める環境基準項目の検査を実施しま 

   す。 

 

  ○空間放射線量率の監視（環境保全課） 

        岐阜市役所本庁舎でNaI（TI）シンチレーションサーベイメーターを用いて、概 

   ね地上１ｍの高さにおける空間放射線量率を月に１回測定し、その結果を公表しま 

   す。 

 

  ○農畜水産物中の重金属類や化学物質の実態把握（食品衛生課） 

      市内で生産、流通する主要な農畜水産物などについて、環境汚染物質である重金 

    属や化学物質を検査します。 

    

  ○市内流通食品の放射性物質検査の実施（食品衛生課） 

        市内に流通している食品などを対象に放射性物質検査を行い、市ホームページに    

   掲載します。 
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指標 

 
 

 （７）畜水産物対策 

    不適切な動物用医薬品の管理や使用による畜産物中への残留は、食の安全性に対    

   する不信感を招くとともに、抗生物質の効かない耐性菌の出現を引き起こす原因と 

   もなり、人の健康を脅かすおそれがあります。そのため、引き続き、コンプライア 

   ンスや飼養衛生管理技術の向上について指導・啓発を行い、安全・安心な畜産物の 

   供給を図る必要があります。 

    と畜場及び食鳥処理場において、と畜検査員又は食鳥検査員により食肉が食用に 

   適しているかの検査を行い、安全な食肉・食鳥肉を確保します。 

    また、ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の適切な運用を支援し、と畜場においては特 

   定部位の除去を行い、ＢＳＥ対策を実施しています。 

    市内で生産または流通する牛乳、食肉、魚介類などの畜水産物（輸入品を含む） 

   について、動物用医薬品の検査を継続的に実施するとともに、検査結果を公表し、 

   消費者の不安を解消します。 

       

 ［主な事業］ 

  ○動物用医薬品の適正使用に関する生産者指導（畜産課） 

    食肉、鶏卵生産段階での動物用医薬品などの適正使用について、口頭での指導に  

   加え、動物用医薬品指示書、動物用医薬品処置報告書を獣医師から畜産農家に直接 

   交付することにより、より一層の動物用医薬品の適正使用の徹底を図ります。 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

ダイオキシン類常時監

視件数
地点 21 20 20 20 20 20 環境保全課

地下水の水質汚濁に係

る検査件数
地点 23 22 22 22 22 22 環境保全課

市内の河川における

PCB検査件数
河川 3 3 3 3 3 3 環境保全課

市内の河川底質におけ

るPCB検査件数
河川 3 3 3 3 3 3 環境保全課

河川重金属類の検査地

点
地点 17 17 17 17 17 17 環境保全課

空間放射線量率の定点

観測回数
回 12 12 12 12 12 12 環境保全課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内流通食品

（牛乳）のPCB検査数

目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内産（あ

ゆ）のPCB検査数目標

達成率

％
100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく米のカドミウ

ム検査数目標達成率

％
100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内産あゆの

重金属検査数目標達成

率

％
100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく近海魚の重金

属検査数目標達成率

％
100

(4/4検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課
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  ○飼養衛生管理に関する生産者指導（畜産課） 

   家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準遵守を畜産農家に啓発することにより、 

  飼養衛生管理技術を向上させ、家畜の生産効率の改善、家畜伝染性疾病等の発生予 

  防・まん延の防止・清浄性の維持、並びに安全・安心な畜産物の生産を図ります。 

  

    ○市内に流通する食品等に対する検査（食品衛生課、食肉衛生検査所） 

    市内のと畜場や食鳥処理場で処理された食肉や、市内に流通する牛乳、食肉、 

   卵、魚介類等の畜水産物（輸入品を含む）について、抗生物質、合成抗菌剤、内部 

   寄生虫用剤の検査を実施し、その結果を公表します。また、関係機関と連携し、基 

   準に違反する食品の排除を行います。 

   

  ○と畜場及び食鳥処理場における枝肉等の汚染防止対策（食肉衛生検査所） 

    と畜場及び食鳥処理場におけるＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の適切な運用を支援 

   し、と畜場及び食鳥処理場の作業員の衛生意識の向上を図ります。また、腸管出血 

   性大腸菌やカンピロバクター等の食中毒菌に汚染されないように、防止対策の徹底 

   を指導します。 

  

  ○生産段階からと畜場におけるＢＳＥ対策（畜産課、食肉衛生検査所） 

    生産現場において、診療獣医師がＢＳＥ感染牛を早期発見し、速やかな初動対応 

   を実施するとともに、と畜場に搬入される牛について、法令に定めるＢＳＥ検査を 

   適切に実施します。また、牛の特定部位の適切な除去及び分別管理の徹底、監視指 

   導により、安全・安心な牛肉の提供を図ります。 

    

指標 

 
 

 

  

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

市内畜産農家への立

入・巡回指導等の実施
農場 32

全農場に

対し1回/年

全農場に

対し1回/年

全農場に

対し1回/年

全農場に

対し1回/年

全農場に

対し1回/年
畜産課

食品衛生監視指導計画

に基づく市内流通鶏

卵・食肉等の動物用医

薬品検査数目標達成率

％

106

(76/

72検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画

に基づく食肉（と畜

場・食鳥処理場）の残

留動物用医薬品検査数

目標達成率

％

106

(3,176/

3,000検体)

100 100 100 100 100 食肉衛生検査所

食品衛生監視指導計画

に基づく市内流通輸入

食肉等の動物用医薬品

検査数目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課
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 （８）健康食品対策 

    全国では、健康食品から医薬品成分が検出される事例が散見され、健康食品の過 

   剰摂取や健康食品と医薬品の併用による病状の悪化など、消費者が健康食品の適切 

   な利用方法を知ることで防止できる事例もあります。そこで、医薬品成分を含む健 

   康食品を販売したり、不適切な広告宣伝が行われることのないよう、事業者に対す 

   る指導を徹底し、健康食品の安全性を確保します。また、消費者が、必要性の有無 

   や使用方法などについて正しい判断ができるように、健康食品に関する情報提供を 

   行います。 

           
  ［主な事業］ 

  ○健康食品取扱事業者に対する監視指導（感染症・医務薬務課） 

      健康食品による健康被害を未然に防止するため、取扱事業者への立入検査やイン 

   ターネット等の広告監視による指導取締りを行い、無承認無許可医薬品の発見や流 

   通防止に努めます。 
  

  ○健康食品製造施設の調査指導（食品衛生課） 

    健康食品製造施設のうち、錠剤やカプセル状等の食品の製造施設に、立入調査を 

   実施し、安全な食品を供給するために必要な衛生管理がなされているかを監視指導 

   します。 

  

  〇健康食品等事業者に対する講習会の開催（食品衛生課） 

    健康食品等事業者に対し講習会（食品表示等総合講習会）を行い、健康増進法等 

   の法令遵守を呼びかけます。 
  

  ○消費者に対する健康食品に関する講習会の開催(食品衛生課、感染症・医務薬務課) 

     消費者が健康食品について正しく理解し有効に使用できるよう、出前講座を開催 

   します。 

    

 

 （９）食品表示対策【重点施策】 

        食品表示は、消費者が食品を選択し購入するうえで重要な情報源です。食品の表 

   示が適正に行われるためには、表示する事業者が関係法令を十分に理解することが 

   重要です。食品表示に関連する法律は数多く、表示内容も複雑化していることか 

   ら、表示に関する正しい知識の普及を行う必要があります。 

        また、県が定める「食品表示適正化強化月間」に合わせ監視指導を行っていま 

   す。しかし、消費者から食品表示に関する問い合わせが多く寄せられており、食品 

   表示の適正化を推進するためにも、関係部局の相互連携を強化して監視指導を行う 

   必要があります。 

        令和２年４月に食品衛生法、ＪＡＳ法、健康増進法の食品表示部分を統合した食 

   品表示法が全面施行され、順次、食品表示基準の見直しが行われています。食品等 

   事業者及び消費者への十分な情報提供を行っていく必要があります。 

        さらに、新型コロナウイルスの感染拡大により、インターネットを介した電子商 

   取引サイト（以下「ＥＣサイト」という。）による食品購入が増加しています。 

        現在、ＥＣサイトにおける食品表示は食品表示法の適用範囲外であるため、消費          

   者に対してＥＣサイトで食品を購入する際の注意点を周知します。 
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 ［主な事業］ 

  ○食品表示の監視指導（食品衛生課、感染症・医務薬務課） 

    食品等事業者に対し、法律に基づく立入検査を実施し、適正な表示の監視指導を 

   行います。また、県が定める食品表示適正化強化月間には、食品表示に関係する各 

   行政機関担当者が合同で食品表示の監視指導を行います。 
  

  ○食品等事業者に対する講習会の開催（食品衛生課、感染症・医務薬務課） 

    食品表示に関する正しい知識の普及を図るため、食品等事業者を対象に、食品表 

   示に関する法令等の講習会を開催します。 
 

  ○市民に対する講習会の開催（食品衛生課） 

    「出前講座」等により、市民に食品表示に関する正しい知識を普及します。ま 

   た、ＥＣサイトで食品を購入する際の注意点を周知します。 
 

  ○食品表示に関する相談窓口の設置（食品衛生課） 

    市民からの食品表示に関する情報や、事業者からの食品表示相談を受け付けま 

   す。 

 

指標 

 
 

 

 （１０）輸入食品対策 

     現在、日本は約６割の食品を海外から輸入しており、輸入食品なくして国民の 

    食生活は成り立たない現状にあります。一方で、輸入食品は、消費者が不安を感 

    じる項目として常に上位に挙げられており、市内に流通する輸入食品について引 

    き続き、残留農薬検査、食品添加物検査を実施し、安全性の確認をします。 

     また、検査結果を公表するとともに、国や他自治体と連携し、輸入食品に関す 

    る情報交換に努めます。 

  

 ［主な事業］ 

  ○市内に流通する輸入食品の検査（残留農薬）（食品衛生課） 

       市内に流通する輸入食品について、残留農薬に関する基準を超過したものがない 

   か検査を行い、確認します。 

 

  ○市内に流通する輸入食品の検査（食品添加物）（食品衛生課） 

    市内に流通する輸入食品について、指定外添加物の使用や、防かび剤などの使用 

   状況について検査を行い、食品添加物の適正な使用・表示が行われているかを確認 

   します。 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品表示法に基づく立

入検査実施回数
回 292 300 300 300 300 300 食品衛生課

食品表示関係法令に基

づく合同立入検査の実

施回数

回 13 20 20 20 20 20

食品衛生課

感染症・医務薬

務課

食品表示に関する講習

会（消費者対象）の実

施回数

回 3 10 10 10 10 10 食品衛生課
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  ○市内に流通する輸入食品の検査（残留動物用医薬品）（食品衛生課） 

    市内に流通する輸入食肉・水産物等について、残留動物用医薬品に関する基準を 

   超過したものがないか検査を行い確認します。 

 

指標 

 
    

 

 （１１）食品廃棄物対策 

     平成２７年度、産業廃棄物処理業者と食品製造業者により、食品廃棄物が再び 

    食品として販売されるという事案が発生しました。食品製造施設においては、食 

    品の衛生管理と合わせて、製造工程から排出される廃棄物が適正に廃棄されてい 

    るかの確認を行う必要があります。 

     また、循環型社会の形成にあたっては、日常生活の身近な課題である家庭ごみ 

    の減量化の取組みを呼びかけ、積極的に推進しています。さらに、食品廃棄物を 

    削減するため、市内の飲食店等と連携して食べキリ運動を推進することにより、 

    市民の「食べキリ」に対する意識向上と実践に向けた普及・啓発を図ります。 

   

 ［主な事業］ 

  ○休業施設の監視（食品衛生課） 

        岐阜市食品衛生協会の食品衛生指導員等と連携して、食品等事業者の営業状態等 

   の情報収集に努め、休業施設の状況について定期的な確認を行います。 

  

  ○食品衛生責任者講習会における周知徹底（食品衛生課） 

        食品衛生責任者講習会を活用し、関連事業者に食品廃棄物の適正な処理について 

   周知するとともに、事業者としての責任の周知徹底を図ります。 

 

  ○「３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業」登録制度の運用  

   （資源循環課） 

    料理の食べ残し等食品ロスの削減に取り組む市内の店舗及び企業等の事業所を、 

   「３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業」として登録し、市ホー 

   ムページ等で紹介します。 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視指導計画
に基づく市内流通輸入
食品（農産物含む）の
残留農薬検査数目標達
成率

％
60

(6/10検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画
に基づく市内流通輸入
食品の食品添加物検査
数目標達成率

％
183

(22/12
検体)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画
に基づく市内流通輸入
食肉等の動物用医薬品
検査数目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課
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  ○「３・３プロジェクト」の普及啓発 (資源循環課） 

       各種の広報等により、「３・３プロジェクト」の普及を図り、市民の食品廃棄物 

   削減に関する意識を高めます。 

    

指標 

 
    

 

４ 危機管理体制の構築 

   

 （１）危機管理対策の推進 

    食品流通の広域化、複雑化により、食中毒をはじめとする食品関連の事故が大規   

   模化、複雑化する傾向にあります。また、農薬などの有害物質や異物混入による事 

   故などの予測困難な事態に迅速に対応し、被害の拡大防止と原因究明を的確に行う 

   ため、各種マニュアルを設け、緊急時における関係機関との連絡協力体制及び具体 

   的な調査・対応の方針を定め、不測の事態に備えることが重要であることから、食 

品に関する正確な危機管理情報を迅速に発信します。 

 

 ［主な事業］ 

  ○危機発生時の初動体制の整備（食品衛生課） 

      広域的な食中毒事案の発生や拡大防止等のため、初動体制に遅れが生じることの   

   無いように体制を整えます。国や県と相互に連携や協力を行うとともに、厚生労働

大臣が設置する広域連携協議会を活用し、対応に努めます。また「岐阜市健康危機

管理基本指針」により、重大な健康危機の際は、「岐阜市健康危機管理対策本部」

を設置して、健康被害の拡大防止、医療確保、原因究明等を実施します。 

   

  ○健康危機管理に関するマニュアルの改訂及び周知（感染症・医務薬務課、衛生試験 

   所、食品衛生課、食肉衛生検査所） 

        新しい知見や情勢の変化に対応して、食品の危機管理に関するマニュアルを改訂 

   し、迅速・的確な体制を整備します。また、関係する職員に対しマニュアルの周知 

   徹底を図り、適切な運用に努めます。 

  

   ○食品安全連絡会議への参加（食品衛生課） 

     食品関係団体や事業者と行政機関で構成され、食品の危機関連事案の未然防止、 

   食品の安全確保、情報共有体制の整備を目的として、県が開催する「食品安全連絡 

   会議」に参加し、関係機関と連携を深め、協力体制を構築します。 

  

     

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

３・３プロジェクト
岐阜市食べキリ協力
店・協力企業登録店舗
数

店 48 30 30 30 30 30 資源循環課

食品衛生監視指導計画
に基づく食品製造施設
監視目標回数達成率

％
198

（299/
151回）

100 100 100 100 100 食品衛生課
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  ○食品安全情報メールの活用（食品衛生課） 

    県が実施する「食品安全情報メールシステム」の普及に努め、食品等事業者が、 

   食中毒警報や食品の自主回収情報などの情報を迅速に入手できる体制を整えます。 

  

  ○災害時における対応の強化（食品衛生課） 

       避難所に派遣される職員と協力して、避難所における食物アレルギーや食中毒に 

   よる健康被害の防止に努めます。 
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施策の方向２ 食品に対する安心感の向上 

 

 

 
１  リスクコミュニケーションの推進 

 

 （１）双方向のリスクコミュニケーション【重点施策】 

    食品に対する安心感を向上させていくため、監視指導や検査等の食品の安全性を  

   確保する取組みだけではなく、その取組みを消費者に伝えていくことが重要です。 

   そのために、食品のリスクに対し、行政や関係者が一方的に情報提供を行うのでは 

   なく、市民をはじめ食品安全に関するすべての関係者との双方向のリスクコミュニ 

   ケーションを通じて、総合的に理解を図る必要があります。本市においては、食品 

   安全をテーマとしたシンポジウムや、食品の製造工場の見学などにより、食品等事 

   業者と市民、行政が意見交換を行い、信頼関係の構築を図っています。 

 

 ［主な事業］ 

  ○食品安全をテーマとしたシンポジウムの開催(食品衛生課) 

        県との共催で食品安全シンポジウムを開催するなど、県と連携をとりながらリス 

   クコミュニケーションを積極的に推進します。 

  

    ○食品安全をテーマとした講習会・イベントの開催（食品衛生課） 

    小学生と家族を対象とした食品の製造工場の見学及び製造者と意見交換を行う 

   「家族で学ぶ食の安全「子ども一日食監」」などのイベントを開催します。 

    また、「出前講座」などでも市民との意見交換、情報提供を積極的に行います。 

  

    ○インターネット等を利用したリスクコミュニケーション(食品衛生課) 

       市ホームページに、消費者と食品等事業者を対象とした「食品安全に関するLoGo 

   フォームアンケート」を掲載し、食品安全に関して行政に求めること、食品に対し 

   て不安に感じる内容などさまざまな意見を詳細に収集・分析し、今後の食品安全業 

   務に役立てます。また、市ホームページを活用し、情報提供を行うとともに、消費 

   者と食品等事業者の理解を深めます。 

  

指標 

 
 

 

 

 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

リスクコミュニケー

ション事業の参加者数
人 197 150 150 150 150 150 食品衛生課

ＬoGoフォームアン

ケートによる食品安全

業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課
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 （２）食品の安全と信頼に関する情報の提供 

        食品の安全に関するさまざまな情報を、迅速に提供できるよう努めていきます。 

   正しい情報により、消費者自身で「リスク対策を判断したい」というニーズに応え 

   るとともに、広報ぎふ、市ホームページなどのメディアを活用し、より多くの消費 

   者に情報が届くよう発信を行います。 

  

 ［主な事業］ 

  ○市の実施した施策に関する報告（食品衛生課） 

     本市が実施した食品の安全確保に関する施策（岐阜市食品衛生監視指導計画、収 

   去検査結果等）について、その概要と結果をとりまとめ公表します。 

  

    ○食品の安全に関する情報提供（全関係課） 

    食品の安全に関する情報や本市の取組みを市民に情報提供するため、広報ぎふ、 

   市ホームページ等を活用し、わかりやすく迅速な情報提供・情報公開を実施し、施 

   策に対する透明性と信頼性の向上を図ります。 

 

  ○残留農薬・食品添加物等の検査結果の公表（食品衛生課） 

     食品衛生監視指導計画に基づき、本市が実施した検査（残留農薬・動物用医薬 

   品・食品添加物・遺伝子組換え・アレルゲン）の結果について、速やかに市ホーム 

   ページに掲載します。 

           

指標 

 
 

 

 （３）市民の意見の収集と活用 

        市民が望む食品安全を実現するため、食品安全に関するアンケート調査の実施に 

   より、市民の意見を積極的に聴取し、施策に反映させていきます。 

 

［主な事業］ 

  ○岐阜県食品安全対策協議会への参加（食品衛生課） 

        県が開催する「岐阜県食品安全対策協議会」に参加し、生産者、消費者、流通業 

   者、食品等事業者、学識経験者代表からの県が実施する施策や食品の安全確保と安 

   心感向上に関する意見、提言内容を本市の施策に反映できるよう努めます。 

 

    ○岐阜市食育推進会議の開催(健康づくり課) 

     食育に関わる関係機関や団体の代表者を構成員とし、幅広い分野からの意見を聴 

   取します。 

  

  ○食品安全ウォッチャーの活用(食品衛生課) 

     食品安全ウォッチャーとして登録している市民から、食品安全に関する意見を収 

   集します。 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

広報ぎふや市ホーム
ページでの情報提供数

回 12 12 12 12 12 12 食品衛生課
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  ○食の安全に関する相談対応（食品衛生課） 

        保健所食品衛生課を相談窓口とし、食品の安全性等に関する市民の質問や相談に 

   対し、適切な情報提供やアドバイスを行います。 

 

指標 

 
 

 

２  食品の安全に関する教育の推進 

 

 （１）学校等における食品安全教育の推進【重点施策】 

    食品の安全を確保するためには、未来を担う子どもたちに対し、幼少期から食品 

   の安全に関して正しい知識を身につけてもらうことが大切です。そのためには、学 

   校など関係者と連携し、子どもたちが食品の安全について学べる場を提供し、食品 

   に関する正しい知識が身につくように教育を推進します。 

 

［主な事業］ 

  ○家族で学ぶ食の安全「子ども一日食監」（食品衛生課） 

        小学生とその家族を対象に食品の生産現場の見学や製造者との意見交換を行い、 

   食品の安全について学ぶ食品安全セミナー「子ども一日食監」を開催します。 

 

    ○児童に対する食品衛生啓発事業（食品衛生課、教育委員会） 

        市ホームページに、小学校低学年用と高学年用に分けた食中毒予防啓発内容を掲 

   載し、LoGoフォームを活用して児童が楽しく食品の安全について理解が深められる 

   ように、クイズ形式で学べる場を提供します。 

    また、必要に応じて教育委員会と保健所が連携し作成した啓発パンフレット「太 

   郎さんの食中毒事件簿」を活用し、児童への食品衛生啓発推進を図ります。 

 

    〇小中高生などへの出前講座等の開催（食品衛生課） 

       「出前講座」等により、小学校・中学校・高校等で子どもたちに正しい手洗いの 

   方法、食中毒の予防対策について講習会を開催します。 

  

    〇学校給食関係職員や保護者を対象とした講習会の実施（食品衛生課） 

       要望に応じ、栄養教諭や栄養士、調理員など学校給食関係職員や保護者を対象と 

   した食品の安全に関する講習会を開催し、子どもたちに正しい情報を伝えていただ 

   くことにより、食品安全の知識が身につくように啓発します。 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品安全対策協議会の
参加回数

回 3 3 3 3 3 3 食品衛生課

食品安全ウォッチャー
からの意見収集

回 - 2 2 2 2 2 食品衛生課

ＬoGoフォームアン
ケートによる食品安全
業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課
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指標 

 
 

 

 （２）地域社会における食品安全教育の推進 

        安全で安心な食生活のためには、消費者自身が食品等について正しい知識を身に 

   つけ、自身の判断で食品を選択することが重要です。また、家庭で発生する食中毒 

   等による健康被害を予防するためには、消費者自身による対策が求められます。 

     このようなことから、消費者自身が食品についての正しい知識に基づいた判断が 

   できるよう、食の安全・安心に関する学習の機会を提供します。 

 

  ［主な事業］ 

  ○出前講座の実施（食品衛生課） 

        市民の要望に応じて、食品の安全に関する出前講座を実施します。 

  

  ○食品のリスクに関する情報の提供（食品衛生課） 

     広報ぎふや市ホームページを活用し、食品に関するさまざまなリスクについての 

   情報を分かりやすい形で提供します。 

  

   〇ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の普及（食品衛生課） 

    市民に向けて、広報ぎふや市ホームページ、リーフレットなどを活用し、食品等 

   事業者が実施するＨＡＣＣＰに沿った衛生管理について周知を図る。 

   

指標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

ＬoGoフォームアン

ケートによる食品安全

業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

学校職員を対象とした

講習会の開催
回 4 4 4 4 4 4 食品衛生課

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

リスクコミュニケー
ション事業の参加者数

人 197 150 150 150 150 150 食品衛生課

ＬoGoフォームアン
ケートによる食品安全

業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

広報ぎふや市ホーム

ページでの情報提供数
回 12 12 12 12 12 12 食品衛生課
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３ 食品の安全に関する各認定制度の活用 

   

 （１）食品の安全に関する各認定制度の普及推進 

        食品の安全に関する本市の各認定制度を浸透させます。 

   

 ［主な事業］ 

  ○岐阜市ＨＡＣＣＰ導入施設認定制度の推進（食品衛生課） 

    ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理の導入を希望する施設への相談対応、助言指導を行   

   います。本市の定める基準を満たす衛生管理を行っている施設に対し、申請に応じ 

   て審査し認定します。 

        ＨＡＣＣＰ導入による高度な衛生管理の推進を図り、認定を取引先や消費者に示 

   すことで、食品の安全にかかる信頼度が高まるとともに、事業者・消費者双方のメ 

   リットとなるよう本制度の認知度向上に努めます。 

  

  〇ＧＡＰ取組みの支援（農林課） 

       ＧＡＰに取り組む農業者の認証取得を支援します。 

  

   〇３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業制度の運用（資源循環課） 

    料理の食べ残し等食品ロスの削減に取り組む市内の店舗及び企業等の事業所を 

   「３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業」として登録し、市ホー 

   ムページ等で紹介します。 

  

  〇３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業の活用（食品衛生課） 

      「３・３プロジェクト 岐阜市食べキリ協力店・協力企業」に登録した事業所を 

   通じて、消費者に食の安全や食品表示に関する情報提供を行います。 

  

  〇ぎふ食と健康応援店の活用（健康づくり課） 

    栄養成分表示などの情報提供していただける飲食店を「ぎふ食と健康応援店」と 

   して募集しています。飲食店を通じて消費者に食の安全に関する情報提供を行いま 

   す。 

 

指標    

 
 

 

 

  

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

３・３プロジェクト

岐阜市食べキリ協力

店・協力企業登録店舗

数

店 48 30 30 30 30 30 資源循環課
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施策の方向３ 将来にわたる安全な食生活の確保 
  

 

 

 

 

１  県内産農産物の生産・消費の推進 

 

 （１）環境にやさしい農業の推進 

    将来にわたり安全な農産物を提供するため、環境にやさしい農業への支援や安全 

   な農産物の安定供給に必要な担い手を育成するとともに、農業の生産地における食 

   品の安全の意識を高め、ＧＡＰ導入等による生産管理強化への取組みを支援しま 

   す。 

 

 ［主な事業］ 

  ○環境保全に有効な栽培技術の普及促進（農林課） 

    化学肥料・化学合成農薬を低減し、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高 

   い営農活動に取り組む農業者に対して支援を行います。 

  

  ○ＧＡＰチャレンジの推進（農林課） 

    ＧＡＰに取り組もうとする農業者を支援します。 

 

 

 （２）地産地消の推進 

    地産地消の取組みを広く消費者へＰＲするため、地元で生産された農畜産物等を 

   積極的に取扱う飲食店や販売店、食品加工所などを『ぎふ地産地消推進の店「ぎふ 

   ～ど」』として認定する、ぎふ地産地消推進の店認定事業により地産地消の取組み 

   を進めます。 

    また、本市周辺で生産された特産農産物を「ぎふベジ」と呼称し、「旬の時期に 
   食べられるおいしい地元の野菜」として市ホームページやＳＮＳ、各種イベント等 
   を通じて、ＰＲ等の取組みを行います。 

 

［主な事業］ 

   ○「ぎふ地産地消推進の店 ぎふ～ど」の認定（農林課） 

    地産地消を推進する取組みを広く市民及び観光客にＰＲすることにより、地場産 

   品の生産及び消費の拡大、並びに、農業者による商工業者との連携及び経営の多角 

   化の促進など、農業の振興を図ることを目的として、岐阜市、羽島市、山県市、瑞 

   穂市、本巣市、本巣郡北方町、羽島郡笠松町、羽島郡岐南町の５市３町で、地場産 

   品を積極的に取り扱う店舗等を「ぎふ地産地消推進の店 ぎふ～ど」として認定し 

   ます。 
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  ○農産物直売所の支援（農林課） 

        直売施設出荷者を支援し、生産基盤を強化することにより、地元農産物の生産増 

   加を図ります。また、市内で生産されている代表的な農産物の特徴や販売時期が分 

   かるカレンダーを掲載した「ぎふベジＢＯＯＫ」や、新鮮な農産物を販売している 

   直売所や飲食店、食品加工所などを紹介した「ぎふ～どマップ」を活用し、地元農 

   産物への理解を深め、農産物直売所の利用拡大を図ります。 

 

  ○学校給食における地産地消の推進（学校給食課） 

        学校給食に県内産農産物をとり入れることで、子どもたちの地元農作物への愛着 

   を醸成し、継続的な消費拡大につなげていきます。 

 

指標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

ぎふ地産地消推進の店
認定店舗数（年度末現
在）

店舗 166 170 170 170 170 170 農林課

ぎふベジ認知率 ％ 37 45 45 45 45 45 農林課

市内学校給食における
地場産物の使用割合

％ 68 68 68 68 68 68 学校給食課

市内学校給食の牛乳消
費量に占める県内産牛
乳の割合（年間）

％ 100 100 100 100 100 100 学校給食課
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２  食品の安全を支える調査研究の推進・活用 

 

 （１）食品の安全を支える調査研究の推進・活用 

    本市では、県が実施する研修会等に積極的に参加するとともに、監視指導技術、 

   検査手法の向上等を目的とした調査研究を行い、効率的な施策の実施に役立てま 

   す。 

 

［主な事業］ 

  ○調査研究の推進（衛生試験所、食品衛生課、食肉衛生検査所） 

    試験検査機関や職員による調査研究をはじめとして、監視指導方法や危機管理に 

   関する実践的な技術向上の取組みを実施します。 

 

 
 
  ○研究成果の発表・周知（衛生試験所、食品衛生課、食肉衛生検査所） 
        各試験検査機関や職員が調査研究した成果は、国・県が開催する研修会等で発表 

   し、積極的に業務に活用するとともに、ホームページ等を活用してその内容を周知 

   します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な研究・実践的な技術向上の取組み
・農畜産業における環境負荷を軽減した生産技術開発

・輸入農産物や加工食品の安全性に関する調査研究

・食品の安全性に関する検査、分析方法の改良

・食中毒の発生時の対応や、その原因に関する科学的な解明

・食品営業施設に対する効果的な監視指導方法の調査研究

・食品の細菌・理化学検査に関する技術向上の調査研究

・と畜検査及び食鳥検査における診断技術の向上

・食肉関連施設の衛生管理の向上

・食肉の細菌汚染や動物用医薬品等の残留等に関する調査研究 等
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３ 食品の安全を守る人材育成の推進 

 

 （１）食品の安全を守る人材育成の推進 

        本市では、職員が最新の知識や技術を習得するため、積極的に国・県が開催する 

   研修会・講習会の情報を把握し、参加して専門性を高めます。 

     また、食品等事業者に対し、最新の知識や技術に関する情報を提供し、最新技術 

   の習得を支援します。 

 

 ［主な事業］ 

  ○職員に対する教育訓練（食品衛生課、衛生試験所、食肉衛生検査所、畜産課） 

    食品の安全性確保に携わる専門的知識を有した職員が、最新の知識や技術を習得 

   できるよう、国・県が開催する研修会・講習会に参加します。 

 

 
 

  ○食品安全に携わる人材の育成支援（食品衛生課） 

    食品に関わる食品等事業者が、食品の安全を守る人材を自主的に育成するため 

   に、最新の知識や技術の習得を支援します。 

 

 
 

指標 

 

業務分野 内容

食品衛生監視・指導 ・食品衛生監視員等に対する研修会

食品表示
・食品表示相談窓口の担当職員に対する関係

法令や監視指導に関する研修会

食品の細菌・理化学検査技術 ・試験検査担当者に対する研修会

食肉衛生検査技術 ・食肉衛生検査技術に関する研修会
安全な畜産物の生産 ・家畜の診療技術に関する研修会

支援対象 支援の内容 担当課

食品衛生指導員（岐阜市食品

衛生協会）

最新の食品衛生に関する情

報を提供
食品衛生課

岐阜市食品衛生協会 講習会へ講師を派遣 食品衛生課

業務内容

食品関連施設を巡回し、食品衛生知識の普

及や簡易細菌検査などの自主的な衛生管理

活動を実施
食品衛生責任者養成講習会並びに食品衛生

責任者実務講習会の実施

項目 単位 R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生監視員等研修

会の参加回数
回 ー 1 1 1 1 1 食品衛生課

食品表示研修会の参加

回数
回 ー 1 1 1 1 1 食品衛生課

試験検査担当者研修会

の参加回数
回 ー 1 1 1 1 1 衛生試験所

食肉衛生検査技術研修

会の参加回数
回 ー 1 1 1 1 1 食肉衛生検査所

家畜診療研修会の参加

回数
回 ー 1 1 1 1 1 家畜診療所
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○目標数値など一覧 

 

 
 

 

単
位

R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品衛生責任者養成講習会実施回数 回 5 4 4 4 4 4 食品衛生課

食品衛生責任者実務講習会実施回数 回 20 31 31 31 31 31 食品衛生課

（１）
HACCPの適正運用の推進【重
点施策】

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施率 ％ ー 95 95 95 95 95 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく監視目標回
数達成率

％
222

(1,477/
6,64施設)

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく鶏卵・食肉
（市内流通）細菌汚染実態調査数目標達成
率

％
140

(21/15検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

関係機関と連携した食中毒対策に関する計
画的な広報の実施

回 ー 4 4 4 4 4 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づくアレルゲン
コンタミネーション対策に係る食品製造施
設監視目標回数達成率

％
196

(243/
124(目標数))

100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づくアレルゲン
検査数目標達成率（学校給食以外）

％
100

(５/５検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づくアレルゲン
検査数目標達成率（学校給食）

％
100

(10/10検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通農
産物（輸入を含む）の残留農薬検査数目標

達成率

％
69

(24/35検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸

入食品（農産物含む）の残留農薬検査数目
標達成率

％
60

(6/10検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

市内産農産物の残留農薬基準超過件数 件 0 0 0 0 0 0 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通食
品（輸入食品を含む）の食品添加物検査数
目標達成率

％
75

(83/110検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸
入食品の食品添加物検査数目標達成率

％
183

(22/12検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

ダイオキシン類常時監視件数 地点 21 20 20 20 20 20 環境保全課

地下水の水質汚濁に係る検査件数 地点 23 22 22 22 22 22 環境保全課

市内の河川におけるPCB検査件数 河川 3 3 3 3 3 3 環境保全課

市内の河川底質におけるPCB検査件数 河川 3 3 3 3 3 3 環境保全課

河川重金属類の検査地点 地点 17 17 17 17 17 17 環境保全課

空間放射線量率の定点観測回数 回 12 12 12 12 12 12 環境保全課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通食
品（牛乳）のPCB検査数目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内産（あ
ゆ）のPCB検査数目標達成率

％
100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく米のカドミ
ウム検査数目標達成率

％
100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内産あゆ

の重金属検査数目標達成率
％

100

(2/2検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく近海魚の重
金属検査数目標達成率

％
100

(4/4検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

市内畜産農家への立入・巡回指導等の実施 農場 32
全農場に

対し1回/年
全農場に

対し1回/年
全農場に

対し1回/年
全農場に

対し1回/年
全農場に

対し1回/年
畜産課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通鶏
卵・食肉等の動物用医薬品検査数目標達成
率

％
106

(76/72検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく食肉（と畜
場・食鳥処理場）の残留動物用医薬品検査
数目標達成率

％
106

(3,176/
3,000検体)

100 100 100 100 100 食肉衛生検査所

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸
入食肉等の動物用医薬品検査数目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

（１）
コンプライアンスの周知啓発の
推進【重点施策】

項目

１　コンプライアンスの推進

施策の方向１　食品等の安全性の確保

２　ＨＡＣＣＰの取組みの推進

（２）

（３）

畜水産物対策

農薬対策

食品添加物対策

環境汚染物質・環境因子対策

３　監視指導・検査の推進

（４）

（６）

（７）

食中毒対策【重点施策】（１）

アレルゲン対策【重点施策】
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単
位

R4年度実績 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 担当課

食品表示法に基づく立入検査実施回数 回 292 300 300 300 300 300 食品衛生課

食品表示関係法令に基づく合同立入検査の
実施回数

回 13 20 20 20 20 20
食品衛生課

感染症・医務薬
務課

食品表示に関する講習会（消費者対象）の
実施回数

回 3 10 10 10 10 10 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸
入食品（農産物含む）の残留農薬検査数目
標達成率

％
60

(6/10検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸

入食品の食品添加物検査数目標達成率
％

183

(22/12検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

食品衛生監視指導計画に基づく市内流通輸
入食肉等の動物用医薬品検査数目標達成率

％
100

(5/5検体)
100 100 100 100 100 食品衛生課

３・３プロジェクト　岐阜市食べキリ協力
店・協力企業登録店舗数

店 48 30 30 30 30 30 資源循環課

食品衛生監視指導計画に基づく食品製造施
設監視目標回数達成率

％
198

（299/
151回）

100 100 100 100 100 食品衛生課

リスクコミュニケーション事業の参加者数 人 197 150 150 150 150 150 食品衛生課

ＬoGoフォームアンケートによる食品安全
業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

（２）
食品の安全と信頼に関する情報
の提供

広報ぎふや市ホームページでの情報提供数 回 12 12 12 12 12 12 食品衛生課

食品安全対策協議会の参加回数 回 3 3 3 3 3 3 食品衛生課

食品安全ウォッチャーからの意見収集 回 - 2 2 2 2 2 食品衛生課

ＬoGoフォームアンケートによる食品安全
業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

ＬoGoフォームアンケートによる食品安全
業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

学校職員を対象とした講習会の開催 回 4 4 4 4 4 4 食品衛生課

リスクコミュニケーション事業の参加者数 人 197 150 150 150 150 150 食品衛生課

ＬoGoフォームアンケートによる食品安全
業務に対する理解度

％ - 90 90 90 90 90 食品衛生課

広報ぎふや市ホームページでの情報提供数 回 12 12 12 12 12 12 食品衛生課

（１）
食品の安全に関する各認定制度
の普及啓発

３・３プロジェクト　岐阜市食べキリ協力

店・協力企業登録店舗数
店 48 30 30 30 30 30 資源循環課

ぎふ地産地消推進の店認定店舗数（年度末
現在）

店舗 166 170 170 170 170 170 農林課

ぎふベジ認知率 ％ 37 45 45 45 45 45 農林課

市内学校給食における地場産物の使用割合 ％ 68 68 68 68 68 68 学校給食課

市内学校給食の牛乳消費量に占める県内産
牛乳の割合（年間）

％ 100 100 100 100 100 100 学校給食課

食品衛生監視員等研修会の参加回数 回 ー 1 1 1 1 1 食品衛生課

食品表示研修会の参加回数 回 ー 1 1 1 1 1 食品衛生課

試験検査担当者研修会の参加回数 回 ー 1 1 1 1 1 衛生試験所

食肉衛生検査技術研修会の参加回数 回 ー 1 1 1 1 1 食肉衛生検査所

家畜診療研修会の参加回数 回 ー 1 1 1 1 1 家畜診療所

（９） 食品表示対策【重点施策】

 １　県内産農産物の生産・消費の推進

（１１） 食品廃棄物対策

３　食品の安全に関する各認定制度の活用

輸入食品対策

双方向のリスクコミュニケー
ション【重点施策】

市民の意見の収集と活用

地域社会における食品安全教育
の推進

（１）
学校等における食品安全教育の
推進【重点施策】

項目

３　食品の安全を守る人材育成の推進

（３）

（２）

（２）

（１）

１　リスクコミュニケーションの推進

施策の方向２　食品に対する安心感の向上

２　食品の安全・安心に関する教育の推進

施策の方向３　将来にわたる安全な食生活の確保

（１０）

（１）

地産地消の推進

食品の安全を守る人材育成の推
進
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○用語など解説 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

コンプライアンス（P5）

 「～に応じること」という意味の英語（compliance）です。そこから派生して、「法令

遵守を含めた『社会の期待』に応えること」という意味で使われます。

食品衛生責任者（P5）

 食品を製造・販売する施設では、取り扱う食品の種類によって保健所による営業の許可

が必要です。こうした施設では、施設の衛生管理や食品の衛生的な取り扱いを徹底するた

めに、食品衛生に関する責任者を定めることが義務付けられています。

 食品衛生責任者には、その施設で働く従業員のリーダーとして、食品の安全確保に取り

組んでいただけるよう、毎年１回、食品衛生責任者実務講習会を受講することになってい

ます。

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）システム（P5）

 Hazard Analysis Critical Control Points（危害分析重要管理点）システムといい、米国Ｎ

ＡＳＡが宇宙食の微生物学的安全性確保を目的として開発した衛生管理システムです。

 従来のように、最終製品を検査して安全基準をクリアしているかを確認するのではな

く、原材料から最終製品に至る一連の工程の中で、特に最終製品の安全性確保上必須の工

程を重点的かつ連続的に管理することにより、より信頼性の高い安全性確認が可能となる

とともに、危害発生に対してリアルタイムに対処することができるシステムです。

ジビエ（P7）

 狩猟の対象となっている野生鳥獣の食肉全てを指しますが、「ぎふジビエ衛生ガイドラ

イン」では、イノシシ及びシカを対象としています。

アレルゲンを含む食品の表示（P8）

 過去の健康危害の程度や頻度を考慮し、表示義務が食品表示法により下記のとおり定め

られています。（令和５年８月現在）

【義務とされている表示：特定原材料８品目】

 えび、かに、くるみ、卵、乳、小麦、そば、落花生

【推奨されている表示：特定原材料に準ずるもの２０品目】

 アーモンド、あわび、いか、いくら、オレンジ、カシューナッツ、キウイフルーツ、

牛肉、ごま、さけ、さば、大豆、鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、もも、やまいも、

りんご、ゼラチン
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残留農薬の基準（Ｐ9）

 食品中に残留する農薬が、人の健康に害を及ぼすことのないよう、国が全ての農薬につ

いて残留基準を設定しています。

 残留基準は、内閣府食品安全委員会が、人が一生摂取し続けても安全と評価した量の範

囲で、食品ごとに設定されています。

 農薬が基準値を超えて残留する食品の販売、輸入などは、食品衛生法により禁止されて

おり、農林水産省が残留基準に沿って、農薬取締法により使用基準を定めているほか、輸

入時には検疫所において、残留農薬の検査等が行われています。

食品添加物の安全性確保（P9）

 食品添加物の安全性を確保するため、内閣府食品安全委員会が評価を行い、人の健康を

損なう恐れがない場合に限り、食品添加物の使用が認められています。また、使用が認め

られた食品添加物についても、一人当たりの摂取量を継続的に調査し、安全性を確認して

います。

 そして、食品がこうした使用基準に適合しているかどうか、国内に流通する食品（輸入

食品を含む）を行政機関が監視しています。
遺伝子組換え食品の安全性確保（Ｐ10）

 市場に流通している遺伝子組換え食品は、内閣府食品安全委員会が安全性評価を行った

結果、問題がないと判断された食品です。

 また、検疫所では、安全性が審査されていない遺伝子組換え食品が国内に流通しないよ

う、輸入時の届出の確認や抜き取り検査を行っています。

 遺伝子組換え食品を含む食品の表示は、分別生産流通管理が行なわれた遺伝子組換え食

品の場合、「遺伝子組換え食品」である旨が義務表示、遺伝子組換え食品と非遺伝子組換

え食品が分別されていない場合、「遺伝子組換え不分別」である旨が義務表示となってい

ます。
抗生物質と薬剤耐性菌（Ｐ13）

 細菌が原因で起きる人や動物の感染症の治療には、ペニシリン系やテトラサイクリン系

などの抗生物質がよく利用されます。その意味で、抗生物質は私たちにとって非常に有用

な薬であると言えます。

 ところが、抗生物質を使いすぎると、細菌の中に抗生物質に対する抵抗力を持つものが

現れることがあります。院内感染などで社会問題化したＭＲＳＡ（メチシリン耐性黄色ブ

ドウ球菌）が有名です。

 抗生物質の効かないこうした薬剤耐性菌を作らないため、言い換えれば抗生物質の有効

性を守るためにも、安易な抗生物質の利用は慎まなければなりません。このため、畜産の

分野でも抗生物質に頼らない生産を目指しています。
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BSE（P13）

 牛海綿状脳症という牛の病気の一つです。BSEプリオンと呼ばれる病原体が脳などに蓄

積し、脳の組織がスポンジ状になり、異常行動などの末、最終的には死に至るとされてい

ます。症状が出るまでの期間はほとんどの場合が４年から６年と⾧く、現在、治療法は確

立していません。

 この病気が牛の間で広まったのは、BSEに感染した牛の脳、脊髄、回腸の一部等にBSE

プリオンが蓄積し、これを原料に生産された肉骨粉を飼料として使用したことが原因と考

えられています。

 1995年、英国で変異型クロイツフェルト・ヤコブ病（ｖCJD）患者が初めて確認されま

した。ｖCJDはBSEとの関連性が示唆されており、BSEの人への感染が懸念される事態とな

りました。その後、牛の脳や脊髄などの組織を家畜の飼料に混ぜないといった規制が行わ

れた結果、世界中でBSEの発生は激減しました。

＜除去すべき特定部位＞

 ・全月齢⇒扁桃、回腸遠位部

 ・30か月齢超⇒頭部（舌・頬肉・皮は食用可）、脊髄

健康食品（P14）

 近年、いわゆるサプリメント等、健康食品と呼ばれる商品が多数出回っています。で

は、健康食品とはどのようなものでしょうか。

 一般的には、健康食品とは、通常の食品に比べてその成分に特徴があり、健康維持など

の目的や効果を期待して使用される食品のことをいいます。しかし、法律上は、私たちの

口に入るものは、食品か医薬品のどちらかに分類され、健康食品という分類はありませ

ん。

 したがって、健康食品といえども、あくまで食品の一部であり、医薬品的な効能効果を

期待することはできません。医薬品的効能効果を標ぼうして食品の販売等を行うと、「医

薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に抵触することにな

ります。また、健康の保持増進の効果等に関して、「著しく事実に相違する」「著しく人

を誤認させる」ような広告等の表示をすることは、「健康増進法」に抵触するおそれがあ

ります。

 健康食品を摂取する際には、まず通常の食事を基本とし、足りない栄養素等を補うとい

う考え方で選ぶことが大切です。また、選択に迷ったら、専門家に相談しましょう。
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表示に関する主な法律と規制の概要（P15）

【食品表示法】

 食品の表示は、これまで複数の法律に定めがあり、非常に複雑なものでしたが、食品衛

生法、JAS法（旧：農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律）及び健康増進法

の３法の食品の表示に係る規定を一元化し、事業者にも消費者にもわかりやすい制度を目

指した「食品表示法」が平成27年４月１日から施行されました。

 

【健康増進法】

 国民の栄養改善と健康増進を目的としています。健康増進効果などについて虚偽・誇大

な表示を禁止する規定があります。

【医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律】

 医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療用具の品質・有効性及び安全性を確保することを

目的としています。食品は、医薬品的な効能効果を標ぼうすることはできず、医薬品的な

効能効果を標ぼうするとその食品は医薬品とみなされ、無承認の医薬品として同法違反と

なります。

【不当景品類及び不当表示防止法】

 消費者を惑わす過大な景品付きの販売や、誇大広告、不当表示を規制し、公正な競争を

確保し消費者の利益を保護しています。実際のものよりも著しく優良・有利であるかのよ

うな表示は禁止されています。

【米トレーサビリティ法】

 米、米加工品に問題が発生した際に流通ルートを速やかに特定するため、生産から販

売・提供までの各段階を通じ、取引等の記録を作成・保存します。また、お米の産地情報

を取引先や消費者に伝達します。

３(さん)・３(さん)プロジェクト（P17）

 生ごみを減らす３つの方法「３(さん)キリ（食材の使いキリ・料理の食べキリ・生ごみ

の水キリ）」と、地球のことを考えて、買い物・調理・片付けをする調理方法「３Ｒ(ス

リーアール)（Reduce(リデュース) ごみの発生を減らす・Reuse(リユース) 繰り返し使

う・Recycle(リサイクル) 再生利用する）クッキングを合わせて実践し、生ごみを効果的に

減らす取組みのことです。誰でも簡単に始めることができ、多くの人が取り組むことに

よって、大きな効果に繋がるため、岐阜市が推進しています。
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食品のリスクとリスクコミュニケーション（P19）

 ある食品が安全かどうかは、食べる量と毒性によって決まります。私たちが生きていく

うえで欠かせない水や栄養素であっても大量に摂ると、健康に悪影響があります。普通に

食べている一般的な食品であっても、天然の発がん物質や毒性がよくわかっていない未知

の物質が含まれていることがあり、そういう意味で「絶対的に安全」と言い切れる食品は

存在しません。（食品にゼロリスクはない）

 安全な食品かどうかは、白黒で２つに分けられるものではなく、リスクが低いか高いか

で判断し、必要な対策を考えていくことが必要です。

 リスクが非常に高い食品は、食べないという対策となるでしょうし、リスクが中程度で

あれば、リスクを減らすように工夫して食べる(例えば、有毒物質の含まれる山菜のあく抜

きをする、肉はよく焼いて食べる、など)という対策を考える必要があります。

 どの程度のリスクなら許容できるのか、リスクを減らすためにはどんな対策が必要なの

かを、科学的な根拠となる情報を基にして、みんなで考えていくことが、リスクコミュニ

ケーションと言えます。

ＧＡＰ（P23）

 農業生産工程管理の略です。

 より安全な農作物を生産するために、農産物の生産及び出荷の段階で、発生し得る危害

や環境への悪影響等の要因（リスク）を分析して農作業の点検項目を定め、点検項目に従

い実践した結果をチェックして記録に残し、記録を分析して新たな点検項目を定めること

を繰り返し、リスクを最小限にとどめる仕組みです。
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